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デンマークの仕事と家庭：
エルシノア住民アンケートによる一考察（注1)
林文
デンマークにおける諸施設の見学や一般家庭夫婦のインタビューなどの現地調査のうち、エ
ルシノア市の一企業およびー政府機関におけるインタビューについて印象的な部分を簡単にま
とめ、市民アンケートを参考に、仕事と家庭について考察してみる。子供を産み育てる市民に
対する支援のあり方につながると考えられるからである。
1.ー企業の労働状況
共働き夫婦の育児支援として、産後の休暇の制度が整備され、男性も産休をとるようになっ
た。しかし、男女どちらが休暇をとるかについては、休暇をとったことによって昇給が遅れる
こともあり、圧倒的に女性の方が多く産休をとっているのが現状である。エルシノア市の一企
業(Triumph)で人事担当チーフ（女性）に話を伺った。
男性は、父親の2週間の産休は全員がとるが、それ以上の休暇をとった人は無いという。こ
の理由として男女の賃金格差があげられた。男女の賃金差については、政府は男女同額を原則
としているが、実際には10％程度異なっている。賃金が能率給の面もあり、仕事内容が異なる
ためだと考えている。しかし、ほとんどの社員は、父親については2週間の休暇で満足してお
り、休暇を取りにくい雰囲気があるわけではなく、取りたいという希望も出ていない。最近の
新聞によると、女性である労働大臣は「男性ももっと産休を取るべきだ」と言っているが、政
府が法律的に強制しなければ男性の産休は増えないだろう。また、母乳によって育てたいと思
う人や、それを推進する考えもかなりある。今の状態でも、育児に関することでの仕事の時間
との調整は、子供のいない社員も含めて、互いに融通しあい、うまくやっていると、企業の人
事担当チーフは見ているのである。
出産後の2週間の産休は、すべての男性が利用していることなど、男性の育児参加は、日本
と比べれば格段の差というべきだろうが、その中で、男性ももっと長い産休をとるようにとい
う動きがなかなか進まないことは興味深いことである。
2.国立労働市場事故取扱委員会でのインタビュー
家庭と仕事のあり方について、政府の機関でのインタビューを希望していたが、国立労働市
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場事故取扱委員会がインタビューに応じてくれた。この委員会では、国内の企業も取り組んで
いる、家庭生活と職業生活のバランスについての研究で、その中心的役割を担っており、我々
のような外来者にきちんとプレゼンテーションできるように英語のOHPが準備されていた。
それによると、現代の仕事と家庭の問題として、女性の職場進出が進み、子育ては保育所の
充実や産休制度などの形で社会支援されているが、休暇は男女どちらがとるかはいつも問題と
なる。親にとって、手のかかる子供がいる時期は、最も働きたい時期というパラドックスであ
り、家庭と仕事が時間を奪い合う現象はさけられない。家庭での生活時間も厳しいものであり、
職場の雰囲気を家庭に持ち込むこともあり、ストレスが生じる。これは逆に企業での仕事の能
率に影響を与える。企業が家庭のことを考える必要がある。これに対する企業の方の取り組み
として、労働時間形式が検討されている。フレックスタイム制は多くの企業で導入されている。
また、職場に子供同伴の出勤を認めるなどの試みも行われている。
一つの試みとして、この委員会では、実際に在宅ワークの実験を行っている。 20人の職員が
半年だけ実験に当たったのである。その結果、マイナス面として、職場との関係が薄くなる、
回線の費用負担など企業の利益にとってプラスにする条件を整えるのは簡単ではないことがあ
げられ、プラス面としては、平和で静かに仕事ができ、家庭生活はより豊かになったなど、概
ね効果を上げたと報告された。
これらの勤務方式の試みは、日本でも部分的に、あるいは形式は異なるが、実施されている
ことであるし、コンピュータの急速な発達によって、設備投資のマイナス面は大幅に減ると思
われ、我々が考える範囲を越えるものでもないだろう。しかし、このような政府の委員会によ
る試みが真剣に行われているのは、家庭生活重視の考え方が大きく打ち出されていることを示
すものであり、子供を産み育てるために支援となっていることは間違いないだろう。出生率回
復に対しても、直接にどう効果があったかを見出すことは困難であるが、ある程度の効果があ
るのではないかと考えられる。
3.家庭と仕事についてのエルシノア市民の意識 ーアンケート調査から一
さて、上に記したような労働大臣の発言にある方向や、政府の委員会の試みと、企業や市
民の個別インタビューからみられる状況の間には、多少ずれがあるように思われる。一般的に
市民の意識はどうであろうか。出生率の低下が止まり上昇している数少ないこの国の特徴は、
このような政策にあると考えられるが、それを支える市民の根底に流れる意識とも無関係では
ない。例えば、在宅勤務実験の結果、職場との疎外感といったものがマイナス面として報告さ
れたが、これをマイナス面として捉えるかどうかは、市民にとってどんな生活が好ましいのか
といった素朴な意識によるのである。そこに住む人達の意識に合致した対策でなければ意味が
ない。日本において、他の国でうまく行った政策を見習い取り入れようとすることもあるが、
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表面的政策だけの導入では意味がない。根本的な素朴な意識の改革が必要なのか、それとも、
それぞれの市民意識（長い歴史の中で作られてきたであろう）に合った対策を講じるべきなの
か、も含めて考えるべきであろう。
さて、市民の意識については、ユーロバロメータなど、ヨーロッパの同々の間では国際比較
が行われているが、私たちは、市民の個別インタビューを行ったエルシノア市で、一般市民に
アンケート調査を行ってみた。これはほんの試みであって、いわば「いい加減な調査」である。
信頼できる国際比較調査とは言いがたいが、家庭と仕事の関係など、いろいろな状況を説明で
きそうな傾向もあるので報告し考察したい。質間は、他の国との比較ができるよう、統計数理
研究所が1987年から 1992年にかけて行った7カ国国際比較調査（注2)で用いられた質問か
ら、家庭と仕事に関する部分を選択し、多少変更を加えて用いた。 7カ国は、日本、アメリカ、
イギリス、オランダ、ドイツ、フランス、イタリアの 7カ国で、残念ながらデンマークは人っ
ていない。時代的にも 10年の開きがあるが、質の異なる調査の比較よりも一定の枠組みの国際
比較調査との比較を試みたのである。
アンケートは我々のエルシノアでの滞在やインタビューのアレンジをして下さったMrs.S. 
Nielsenに実壺を担当していただいた。英語と日本語の調査質問からデンマーク語への翻訳もし
ていただき、それを日本での日本語への再翻訳、デンマーク人の点検を経て決定した。デンマー
ク語の調査票170部はスーパーマーケットの入り口などで、日本宛の封筒を添えて配られ、回
答は直接日本に送られた。 100部は幼稚園などに依頼、数日後に回収された後日本に送ってい
ただいた。結局、約3分の 1、91通の匝答が得られた。なお、一部は家計の収支についてのア
ンケートも加えたが、ここでは触れない。
回答を得た91人の性別は女性が多く、 64％が女性である。年齢も偏っており、 30代と 40代
が多い。 20代の多くは幼稚園の先生と思われる。
結呆として、大変興味深かった点は次のようなことである。
A 家庭はくつろげる唯一の場所か
家庭に対する考え方として、「家庭はくつろげる唯一の場所である」という意見をそう思うか
どうか尋ねた質問において、エルシノア市のアンケートの結果、 8割が「そう思わない」と回
答している。 7カ国比較調査で、否定の方が多いのはアメリカとオランダであり、日本は、「そ
う思う」という人の方が8割である（図1)。日本に近いのがイタリア、そしてフランスである。
この質問についても、国際比較調査共通の問題である翻訳の問題があり、例えば「唯一の」の
意味がどれほど強いかなども問題になる。また、これには様々な解釈が成り立つ。家庭だから
といって完全にくつろいでしまうわけにいかないのかもしれないし、くつろげる場所が家庭以
外にもあることかもしれない。エルシノア市民にとっては、家庭がくつろげないという意味で
はないように思われる。しかし、この文章をどう受け止めるかも含めて、否定が多いことはな
んらかの意味があろう。別の視点からも研究を進めたいところである。
199 
l()() ％ 
80 
60 
40 
20 
べ゜ 、べ芥ぶ） ↑ +ゃ茶
~J ） 叶 ‘
メ、ヽ
夕｀  k 応念砂 K水ベヤ◇
図1．家庭はくつろげる唯一の場所「そう思う」
B 仕事上のことが個人や家庭生活とよくぶつかるか
仕事と個人生活の葛藤についての質問である。これも 7カ国調査と比較して大いに異なる結
果がアンケートで得られている。つまり、 7カ国調査では、ぶつかることがあるという回答は
3割から 4割であるが、エルシノアのアンケートでは 7割がぶつかることがあると回答してい
る。これは調査対象者の年齢にもよるので、 7カ国調査の年齢別を見てみる。いずれの国でも
30代、 40代に多いのであるが、アメリカの30代の63％が最高で、あとは50％程度以下であ
る。この質問も様々な意味を含むが、個人生活や家庭生活と仕事がぶつかるということは、そ
れだけ、仕事も個人生活、家庭生活も大切にしているのかもしれない。
c 収入が増えることと余暇が増えることとどちらが好ましいか
収入が増えることの方を好ましいとする者が2割、余暇が増えることの方を好ましいとする
者は8割近い。 10年前の7カ国調査では、いずれの国でも余暇よりも収入が増える方が好まし
いとされ、エルシノアのアンケートでの、余暇を好ましいとする率の高さは注目される（図2)。
ちなみに7カ国調査の年齢別を見ても、収入と余暇を同程度好ましいとする年齢層はあっても、
これほど余暇に偏るところはない。このことはデンマークにおける昨年の労働条件改善の運動
の結果を説明している。つまり、賃金を上げることは拒否されたが、かわりに、子供が病気の
時にとれる休暇の日数を増やすという対応で妥協されたのである。
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図2.収入か余暇か「余暇」
D 仕事についての話題
仕事について話題になることで一番関心があることはどれか、というもので、 4つの選択肢
から選ぶ問題である。「お金のことを気にしないですむほどよい給料」なのか「倒産や失業の恐
れがない仕事」ということか、「気のあった人たちと働くこと」なのか「やり遂げたという感じ
がもてる仕事」ということかである。エルシノアでのアンケートによると、半数近くがやり遂
げたという感じが持てる達成感の話題に関心がある。次ぎが働く仲間の話題である。よい給料
や失業の不安についての話題への関心は、 7カ国調査と較べて少ない。これは確かにその時の
経済の状況によるところも大きく、デンマークの好景気が市民意識に現れていると思われるが、
それだけではない価値観によるものではないだろうか。C．の収入より余暇の考え方も同様であ
ろう。
E この国の民主政治に満足か、根本的改革は必要か
「この国の民主政治に満足か」について、「非常に満足」の回答が3割、「かなり満足」と合わ
せると 8割以上ある。図3に示したように、 7カ国調査での最高はアメリカの81％で、これに
並ぶ程度である。日本は32％で、逆の「あまり満足していない」あるいは「全く不満」を合わ
せて52％である。ちなみに、イタリアはこれよりもさらに悪く、不満の方が83%もあった。デ
ンマークの満足意識の高さは、この他の諸調査においても顕著にあらわれている。
201 
゜100,~1 ん
80 
60 
40 
20 
?
?
? ? ? ?
．?
? ? ?
? ?
ベ:¥ = 
ぐ
午 , 1--.'. -J 叶介や汝
叶ヽ ベ‘‘K A公怒 示公 K次げ◇
図3. この国の民主政治に「非常に満足」「かなり満足」
次ぎの根本的改革の必要性については、必要性なしとするものが8割近い（図4)。10年前の
7カ国調査で改革の必要なしの意見が多いのは西ドイツの6割が最高であり、イタリアは民主
政治に対する不満の多さに見合って、改革の必要性なしとする意見は 1割強しかない。日本で
は改革必要性なしは半数足らずという程度である。
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図4.社会の根本的改革が必要「そうは思わない」
?
つまり、エルシノアのアンケート調査では、大半が、現在の民主政治に満足しており、社会
の根本的改革の必要はないと考えており、経済状況についても不安がない、ということである。
しかし一方、別の調査「37ヶ国価値観調査」（電通総研・余暇開発センター、 1990年調査実
施、報告書1995年）によると、政治行動へ参加したことのある率は、請願書・陳情書への署
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名については日本もデンマークも同じであるが、合法的なデモヘの参加は、日本の9％に対し
てデンマークの 27%、認められていないストライキヘの参加は、日本2%、デンマーク 17%、
不買運動は日本9%、デンマーク 27％であり、日本に較べて自発的な政治行動への参加が多い。
他の国で、合法的なデモの参加率がデンマークより高いのは、チリ、イタリア、フランスなど
不満も多い国であることを考えると、満足度の高いデンマークは政治参加の意味が異なるとい
えそうである。伝統的に、民主主義が浸透しているともいわれる所以であろう。
F 男女の意識のちがい
男女で意識の差はみられるだろうか。エルシノアのアンケートで男女差がみられたのは、男
女の役割意識の問題と、収入か余暇かの問題と、これから人間は幸福になるかを尋ねた質問で
あった。役割意識の問題は、家事や育児などが全て女性の仕事であるか、いくつかは女性の仕
事であるか、全て男女の区別なく分担すべき、かという問題である。女性の方が男女区別なく
の意見が多い。また、 C.で触れた収入か余暇かの質問では、女性の方が余暇が増えることを
好ましいとする率が高い。いずれも納得できる違いであるが、これらの質間について、 7ヶ国調
査では男女差がほとんどみられていない。人間は幸福になるかという質問では、変わらないと
いう意見が女性の方に多く、その差が大きいが、前の質問と共に、 7ヶ国調壺では男女差がな
く、この差の意味するものが何かについては理解できない。
大変興味深いのは、 7カ国調査の分析で明らかになった、男女差に国による違いのみられた
健康についての質問である。「頭痛」、「背中の痛み」、「いらいら」、「うつ状態」、「不眠症」が、
この 1ヶ月にあったかどうかを尋ねている。この「あり」の回答を男女で比較すると、どこで
も女性の方が多いが、日本では男女差が少なく、アメリカやフランスは男女差が大きい。この
エルシノアのアンケートでは、「うつ状態」を除いて男女差がある。特に頭痛については男性は
15%、女性は62％である。いらいらも女性の方が多い。頭痛や背中の痛みやいらいらは何らか
のストレスの表れではないだろうか。これら 5つの項目について女性の「あり」の率から男性
の「あり」の率を引いた値の平均値を図 5に示した。
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図5.健康 男女差（女一男）の平均
女性の方がストレスを受けているのではないかということについては、いくつかの資料でも
示されている。例えば、デンマークの女性医学と精神医学の専門家のインタビューによると、
女性の8割は仕事をしているのに、家庭のことがうまく行くように気を配るのはほとんどの場
合女性で、これらは女性のストレスに現れており、「身体的不健康は働いている女性の間で増え
ていることが、痛み止めの使用の増加によっても分かる」と述べられている。（参考文献 3))
4. まとめ
企業の担当者と、労働事故取り扱い委員会の担当者インタビューから、男性と女性の労働の
現状や、家庭と仕事がうまくいくような新たな試みの実験などについて聞き、また、エルシノ
ア市民のアンケート調査によって少し広い範囲の市民の意識を集めた結果から、次ぎのような
ことがいえると思う。
a. 育児休暇の制度は男女どちらもとってよいことになっているものの、男性はほとんどが短
期 (2週間）の休暇のみで、やはり育児による仕事の中断は女性にかかってくる。
b. 女性の多くが仕事に出るようになっても、やはり、家庭の問題は女性が主に気を配ること
になる。仕事が個人生活や家庭生活とぶつかるという人は男女ともに多いが、女性の方が
多い傾向がある。女性の負担が増し、女性の方が健康に問題があり、ストレスも多い。
C. しかし、多くが政治や社会に満足している。
これは、現在、国の経済状態のよいことも、満足度が高い原因と思われるが、政治や社会
制度が自分たち自身によって運営されているという参加意識が強いためではないだろうか。
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以上、子育て支援制度の成功も、このような市民の意識の中で制度を考えてきたことが重要
だということが示唆される。歴史的に伝統的な育児観や男女の役割観もあり、そのことも考え
ながら徐々にあるべき姿を論争しながら作り出していっている。日本で考えると参考になるさ
まざまな制度もあるが、出来上がった制度だけを見るべきではない。日本との比較には、国の
大きさや、それと無関係ではない市民と政府との近さの違いも十分に認識する必要があると思
われる。
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A Small-Scale Survey of the Residents in Helsingor City: 
The Relationship between the Increase in Fertility Rate 
and Life Structure in Denmark 
HAYASHI Fumi 
In this paper I attempt to discuss working life and family life in Denmark, based on 
our interviews at a factory and a governmental organization and a small-scale survey of 
Helsingor City residents. The following conclusion can be derived: 
a. Although both men and women are entitled to parental leave, most men take only two 
weeks ofthe leave and not longer. Therefore, childbirth tends to interrupt women's working 
lives more than men's. 
b. Despite the fact that most women are employed outside the home just as their partners, 
it is mainly women who are concerned about home life. Both men and women respond that 
they experience some conflict between work life and family or private life, but women 
experience a higher level of such conflict. Women are more burdened, and they have more 
health problems and a higher level of stress. 
c. However, most people are satisfied with the areas of politics and society. Such results 
can be interpreted by the fact that the current economic condition in Denmark is good, but 
another factor could be that citizens feel that a high level of participation in politics and 
that their social system are managed by themselves. 
In sum, one might impute that Danish childcare policies have been successful because 
citizens'attitudes are taken into consideration in setting up the system. It seems that the 
traditional view of child-rearing and gender roles does exist in Denmark, but the society 
attempts to approach its ideal step-by-step through numerous debates, taking into account 
traditional attitudes as well. There are many elements in their policies from which Japan 
can learn, but it is not advisable to focus only on the completed system. In order to compare 
with Japan, it is necessary to consider the differences in the size of the countries as well as 
the related factor of the level of involvement of citizens in politics. 
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